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 国 都 環第 2 6 号 

国 都 ま ち第 1 4 0 号 

国 都 計第 1 3 0 号 

国 都 公 景第 1 3 9 号 

 

令和６年 11 月８日 

 

 

各 都 道 府 県 知 事 

各政令指定都市の長 殿 

 

 

国土交通省都市局長      

                        （ 公 印 省 略 ） 

 

 

都市緑地法等の一部を改正する法律の施行について 

 

 都市緑地法等の一部を改正する法律（令和６年法律第 40号。以下「改正法」という。）は、

本年５月 29日に公布され、11月８日に施行されます。また、都市緑地法等の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令（令和６年政令第 339号）及び都市緑地法

等の一部を改正する法律の施行に伴う国土交通省関係省令の整備に関する省令（令和６年国

土交通省令第 97号）についても、同日に施行されます。 

これに伴い、今般の改正の趣旨等について、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245

条の４第１項の規定に基づく技術的助言として、下記のとおり通知しますので、改正法等の

施行に当たっては、下記に留意の上、適切な運用を図っていただくようお願いいたします。

なお、運用に当たっては、都市緑地法運用指針（平成 16 年 12 月 17 日付け国都公緑第 150

号）、都市計画運用指針（平成 12 年 12 月 28 日付け建設省都計発第 92 号）及び都市公園法

運用指針（平成 16年 12月 17日付け国都公緑第 151号）も参考としてください。 

 また、都道府県におかれては、この旨を貴管内市町村（政令指定都市を除く。）に周知い

ただくよう併せてお願いいたします。 

 

記 

 

第１ 都市緑地法の一部改正 

 １．国土交通大臣が定める緑の基本方針 

（第３条の２関係） 

これまで、緑地に関する国の方針については、平成６年の「緑の政策大綱」（平成６年

７月建設省決定）等が策定されてきましたが、法的位置づけを有するものではありません
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でした。一方で、近年は気候変動対策、生物多様性の確保、幸福度（Well-being）の向上

等の課題解決に向けて、緑地が持つ機能に対する期待が国際的に高まっているところで

す。 

このような動きに対応し、緑地の質・量両面での確保に向けた都市緑地行政を全国的に

一層推進するため、国土交通大臣は、緑地の意義や目標、取組の方向性、緑地の広域性・

ネットワーク性の重要性等を内容とする都市における緑地の保全及び緑化の推進に関す

る基本的な方針（以下「緑の基本方針」という。）を定めなければならないこととしまし

た。 

 

 ２．都道府県が定める緑の広域計画 

（第３条の３関係） 

都市緑地行政において、都道府県は特別緑地保全地区における許可事務、都道府県の設

置に係る都市公園の整備・管理など、重要な役割を担ってきましたが、市町村の「緑の基

本計画」に相当する計画制度は、都市緑地法（昭和 48 年法律第 72 号。以下「法」とい

う。）上の定めがありませんでした。 

一方で、都市緑地を質・量両面で確保していくためには、国が定める緑の基本方針にお

いて都市緑地の広域的・有機的なネットワーク形成の重要性を示した上で、当該方針に基

づき、都道府県が、一つの市町村の区域を越える広域的な見地から、都道府県における都

市緑地の確保・配置やネットワーク形成の方向性を示すとともに、都道府県が設置する都

市公園や複数の市町村にまたがる大規模緑地等について、各市町村と連携しつつ、総合的

かつ計画的にその保全・創出の取組を行うことが必要です。 

このため、都道府県が、緑の基本方針に基づき、当該都道府県の緑地の保全及び緑化の

推進に関する計画（以下「緑の広域計画」という。）を定めることができることとしまし

た。 

緑の広域計画の策定に当たっては、環境基本法（平成５年法律第 91号）第 15条第１項

に定める環境基本計画及び景観法（平成 16年法律第 110号）第８条第１項に定める景観

計画との調和が保たれ、都市計画法（昭和 43年法律第 100号）第６条の２第１項に定め

る都市計画区域の整備、開発及び保全の方針、首都圏近郊緑地保全法（昭和 41年法律第

101号）第４条第１項に定める近郊緑地保全計画並びに近畿圏の保全区域の整備に関する

法律（昭和 42年法律第 103号）第３条第１項に定める保全区域整備計画に適合する必要

があることとしました。また、緑の広域計画を定めるときは、住民の意見を反映するため

に必要な措置を講ずるよう努めるとともに、関係市町村の意見を聴かなければならない

こととしました。加えて、緑の広域計画に町村の区域内の緑地保全地域内における行為の

規制又は措置の基準を定める場合には、都道府県都市計画審議会の意見を聴かなければ

ならないこととしました。 

さらに、緑の広域計画を定めている場合、都道府県は、当該計画に即して都市公園の設

置及び管理を行うよう努めるものとしました（都市公園法（昭和 31年法律第 79号）第３

条及び第３条の２）。 
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 ３．市町村が定める緑の基本計画 

（第４条関係） 

（１）緑の基本方針・緑の広域計画との関係 

 市町村において、今後、緑の基本計画を定め、又は変更するときは、緑の基本方針に

基づくこと及び緑の広域計画を勘案することが必要となりますので、留意してください。 

 

（２）記載事項への機能維持増進事業等の追加 

特別緑地保全地区において、所有者等の高齢化等を背景に適正な管理が困難になって

おり、また、台風等の災害により荒廃が進む等の事情により、緑地としての機能が十分

に発揮されない状況が生じていることを踏まえ、同地区内の緑地の機能の維持増進を図

る事業（機能維持増進事業）の実施の方針を、緑の基本計画に定めることができること

としました（法第４条第２項第６号ロ）。機能維持増進事業の具体的な内容は、都市緑地

法施行規則（昭和 49 年建設省令第１号）第１条に定めているとおり、緑地の有する機

能の維持増進を図るために行う立木竹の皆伐・択伐、土地の掘削等の必要な措置です。 

また、この緑の基本計画の記載事項としての「機能維持増進事業の実施の方針」には、

市町村又は都市緑化支援機構（第１の５．参照）が行う機能維持増進事業に関する事項

を定めることができます（法第４条第３項）。この同条第２項第６号ロや第３項の記載

事項については、次の４．にて述べる都市計画関係手続の特例の要件となります。 

このほか、緑の基本計画の記載事項について以下の２つを追加しました。 

・緑地の配置の方針等の緑地の保全及び緑化の推進の方針に関する事項（同条第２項

第２号） 

・緑地保全地域に関する事項（同項第５号） 

前者は、国が緑の基本方針で示す緑地の広域性・ネットワーク性の重要性、都道府県

が緑の広域計画で示す具体の都市緑地の確保・配置やネットワーク形成の方向性等を踏

まえ、各市町村において具体の緑地の配置の方針を示すなど、市町村における緑地に関

する行政事務の総合的な方針を記載いただくことを想定しています。 

後者は、改正前の法第６条に規定していた緑地保全計画の廃止に伴い、同計画の記載

事項としていたものを移したものです。 

 

 ４．機能維持増進事業の実施に関する都市計画関係手続の特例 

（第 19条の２及び第 19条の３関係） 

特別緑地保全地区において機能維持増進事業を実施するには、同地区内の土地所有者

等と個別に調整を行い任意事業として実施することもできますが、都市計画法に基づく

都市計画事業として都市計画税を充当して実施し、緑地の質の向上を図ることも可能と

なりました。 

その際の都市計画決定手続及び事業認可の手続きについて、次の通り特例が設けられ

ています（別添１：手続フロー図参照）。 

・特別緑地保全地区において都市計画事業として機能維持増進事業を実施するには、ま

ず、その場所を都市施設（都市計画法第 11 条第１項第２号に掲げる施設）として都市
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計画決定する必要があります。 

市町村がこの手続を実施する、つまり、機能維持増進事業を実施する特別緑地保全地区

内の土地を都市施設である緑地として都市計画決定する場合には、緑の基本計画に「機

能維持増進事業の実施の方針」（第１の３．（２）参照）を定めてそれを公表することに

より、その都市計画決定手続に関し、公聴会の開催の省略や、都市計画の案の縦覧の際

に異議がある旨の意見書の提出がなかった場合に都市計画審議会の議を経ることを要

しないこと等の都市計画法の特例を適用できることとしました（法第 19条の２）。 

・次に、上記の都市計画決定の後の事業施行に関する特例として、都市計画事業の認可に

関する特例を設けました。 

市町村が、上記のとおり、特別緑地保全地区内の土地について都市計画に都市施設とし

ての緑地を定めた場合において、緑の基本計画に記載する「市町村又は都市緑化支援機

構が行う機能維持増進事業に関する事項」（法第４条第３項）における具体的な事業手

法として、機能維持増進事業の施行についての都市計画事業認可（都市計画法第 59条

第１項及び第４項）に関する事項（事業地の所在、概要、施行期間）を定め、都道府県

知事等への協議・同意を経て公表することにより、市町村又は都市緑化支援機構による

緑の基本計画に記載されたすべての機能維持増進事業の実施について、都市計画事業

の認可があったものとみなすこととしました（法第 19条の３）。 

・これにより、機能維持増進事業を都市計画事業として実施することが可能となり、都市

計画税を充当することが可能となるものです。 

 

５．都市緑化支援機構制度の創設  

（第 17条の２及び第７章関係） 

（１）都市緑化支援機構制度について 

法において、都道府県（市の区域内にあっては、当該市。以下「都道府県等」という。）

は、特別緑地保全地区内の土地について、その所有者から買入れの申出があった場合は、

これを買い入れることとされています。しかしながら、都道府県等においては、特別緑

地保全地区の買入れに係る財政面の課題、買い入れた土地の管理に係る技術面の課題が

指摘されています。 

このため、都道府県等による機動的な買入れを支援するとともに、買入れ後の緑地に

ついて専門的知見に基づく事業を効果的かつ効率的に行う観点から、国土交通大臣は、

全国で一つの法人を都市緑化支援機構として指定することができることとしました。 

都市緑化支援機構は、以下のもの等の業務を担うこととしています。 

・都道府県等からの要請に基づき、土地の買入れ、買入れ後に必要となる機能維持増

進事業や管理を行った上で、本来の土地の買入れ・管理の主体である都道府県等に

譲渡する業務（以下「特定緑地保全業務」という。） 

・優良緑地確保計画（次の６．参照）の認定を受けた事業者に対し、当該認定に係る

事業の実施のために必要な資金の貸付け 

・緑地の保全及び緑化の推進に関する情報又は資料の収集・提供、助言・指導、調査・

研究 
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（２）都市緑化支援機構が行う特定緑地保全業務について 

都市緑化支援機構が特定緑地保全業務を行うに当たって、都道府県等及び都市緑化支

援機構は以下の手順を経る必要があります。 

①都道府県等は、特別緑地保全地区内の土地所有者から土地（以下「対象土地」という。）

を買い入れるべき旨の申出があった場合において、対象土地の規模・形状又は管理の

状況、買入れに必要な自らの事務の実施体制その他の事情を勘案して必要があると認

めるときは、都市緑化支援機構に対して、特定緑地保全業務の実施を要請する 

②当該要請を受けた都市緑化支援機構は、対象土地が業務規程に定める基準に該当する

と認めるときは、要請元の都道府県等に対して、要請に応じて特定緑地保全業務を実

施する旨を通知する 

③特定緑地保全業務を実施する旨通知した都市緑化支援機構と要請元の都道府県等は、

以下の事項を内容とする協定（業務実施協定）を締結し、これに従って対象土地の買

入れ・管理・譲渡・費用負担を行う 

 ・都市緑化支援機構による業務の方法等（申出をした所有者からの対象土地買入れ、

機能維持増進事業の実施、対象土地の管理、都道府県等への譲渡等） 

 ・買い入れた対象土地の都市緑化支援機構による保有期間（10 年を超えない範囲で 

設定） 

 ・都市緑化支援機構の業務の実施に要する費用のうち都道府県等が負担すべきものに

ついての支払の方法及び時期 

 

  都市緑化支援機構から都道府県等への対象土地の譲渡については、都市緑化支援機構

が土地所有者から対象土地を買い入れ、機能維持増進事業の実施後に行うことを想定し

ております。この対象土地の譲渡に対する都道府県等の支払いは、都道府県等における

予算確保の調整等のための期間（最大４年）を経た後に分割して行うことが可能となっ

ています。 

  また、対象土地の買入れに要した費用については、都道府県等が負担するものとして

いますが、当該都道府県等の負担に要する費用については、都道府県等が自ら買い入れ

る場合と同様に、国が社会資本整備総合交付金によりその一部を支援することができま

す。 

  都市緑化支援機構が実施する土地所有者からの対象土地の買入れについては、租税特

別措置法（昭和 32 年法律第 26 号）第 82 条の２に基づき、都市緑化支援機構における

登録免許税が免税となり、また、同法第 34 条及び第 65条の３に基づき、土地所有者の

売却所得について 2,000万円の特別控除を受けることができます。本特例の適用に当た

っては、都道府県知事又は市長の証明書を添付する必要があり、国土交通省において、

別添２の通り証明書のひな形を作成しておりますのでご活用ください。 

 

  なお、緑地保全・緑化推進法人については、都市緑化支援機構制度の創設に伴い、本

改正によって買入れ主体から除外していますので留意してください。 
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６．優良緑地確保計画認定制度の創設  

（第９章関係） 

 都市緑地を質・量両面で確保し、良好な都市環境の形成を図るためには、民間事業者

における緑地整備等の取組の推進を図ることが不可欠である一方、緑地確保の取組は収

益を生み出しづらいという認識が一般的であり、取組が限定的という課題があります。 

この課題を解決するため、市場において緑地確保の取組が進むよう民間投資を誘導し、

また融資を受けやすい環境にするには、良質な緑地確保の取組の価値が投資家や金融機

関、市民等の様々な主体に「見える化」されることが重要です。 

また、民間事業者等が行う緑地確保の取組について、気候変動対策、生物多様性の確

保、幸福度（Well-being）の向上等の課題解決に向けてより効果的な取組を推進するた

め、国が一定の指針を示す必要があります。 

このため、緑地確保の取組を行う民間事業者等が講ずべき措置に関する指針（緑地確

保指針）を国が策定するとともに、民間事業者等による良質な緑地確保の取組を国土交

通大臣が評価・認定する制度（優良緑地確保計画認定制度）を創設しました。 

本制度の対象は民間事業者に限られているものではないため、都道府県や市町村にお

いても、庁舎の敷地など所有する土地において良質な緑地の確保に取り組む場合には、

本制度を活用することが可能です。 

また、国土交通大臣は、認定申請のあった優良緑地確保計画に記載された行為が、近

郊緑地保全区域・緑地保全地域・特別緑地保全地区に関する法令の規定による届出・許

可を要するものであった場合には、当該計画について、当該届出・許可に係る事務を行

う都道府県知事又は市長への協議等を行わなければならないと規定されています（法第

88 条第６項）。当該協議等を経て大臣が認定を行った場合には、当該認定を受けた計画

に従って行う行為については、近郊緑地保全区域・緑地保全地域における行為に関する

届出を不要とし、特別緑地保全地区における行為に係る許可を受けたものとみなすこと

となります（法第 93条）。 

 

第２ 古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法の一部改正 

 １．歴史的風土保存計画への機能維持増進事業の実施の方針の記載 

（第５条関係） 

 歴史的風土特別保存地区は、緑地等の自然的環境を多く含み、同地区における緑地の保

全が歴史的風土の保存のための重要な要素となるため、特別緑地保全地区と同様の措置

を講じる必要があります。 

このため、特別緑地保全地区と同様、歴史的風土特別保存地区においても、緑地の質の

向上が図られるよう、歴史的風土保存計画において、機能維持増進事業の実施の方針を定

めることとしました。 

 

 ２．都市緑化支援機構による特定土地保全業務  

（第 13条及び第 14条関係） 

府県（政令市の区域内にあっては、当該政令市。以下「府県等」という。）は、歴史的
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風土特別保存地区内の土地について、その所有者から買入れの申出があった場合は、これ

を買い入れることとされています。 

このため、都市緑化支援機構は、府県等からの要請に基づき、土地の買入れ、買入れ後

に必要となる事業を行った上で、本来の土地の買入れ・管理の主体である府県等に譲渡す

る業務（特定土地保全業務）を担うこととしました。業務の内容や府県等からの要請の手

順等については、特別緑地保全地区における特定緑地保全業務と同様です      

（第１の５．（２）参照）。 

 

第３ 都市開発資金の貸付けに関する法律の一部改正 

 １．都市緑化支援機構に対する都市開発資金の貸付け  

（第１条関係） 

国は、都市緑化支援機構に対して、都市緑化支援機構が行う以下の業務に要する資金を

貸し付けることができることとしました。 

・都道府県等からの要請に基づき行う、特別緑地保全地区内の土地の買入れや機能維持増

進事業 

・府県等からの要請に基づき行う、歴史的風土特別保存地区内の土地の買入れや機能維持

増進事業 

・認定優良緑地確保計画に基づく事業に係る資金の貸付け 

 

第４ 都市計画法の一部改正 

 １．都市計画における自然的環境の位置付けの向上  

（第 13条関係） 

これまで、都市計画を定める際の全般的な基準において、緑地を含む自然的環境の整備

又は保全は「配慮しなければならないもの」という位置付けにとどまっていました。   

近年、都市における緑地の重要性が国内外で強く認識される中、都市緑地を質・量両面で

確保していく観点から、まちづくりの基盤となる個々の都市計画において、緑地を含む 

自然的環境の重要性を十分に考慮することが必要です。 

このため、都市計画基準において、自然的環境の整備又は保全の位置付けを引き上げ、

「都市計画を定める際にはその重要性を考慮しなければならない」こととしました。 

これを踏まえ、具体的には、公園・緑地等の都市施設や特別緑地保全地区等の地域地区

についての都市計画への積極的な位置付けを進めることや、その他の都市計画について

も、策定段階から自然的環境の整備又は保全の意義・重要性について考慮することが求め

られます。 

 

第５ 都市再生特別措置法の一部改正 

 １．都市の脱炭素化の促進に資する都市開発事業に係る計画の認定制度の創設  

（第 63条、第 64条、第 71条及び第 71条の２関係） 

 都市の脱炭素化を促進するためには、大規模な都市開発事業における脱炭素化を進め

ることが重要であり、民間都市開発事業における緑の創出や再生可能エネルギーの導入
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等に対する支援を強化する必要があります。 

 このため、都市の脱炭素化に資する民間都市開発事業（脱炭素都市再生整備事業）に

係る民間都市再生整備事業計画を国土交通大臣が認定する制度を創設し、また、認定を

受けた事業に対し、緑地・緑化施設の管理を効率的に行うための設備や再生可能エネル

ギー発電設備等の整備に要する費用について、民間都市開発推進機構による金融支援を

行うことができることとしました。 

 

 ２．立地適正化計画と緑の基本計画との調和規定の設置 

（第 81条第 17項関係） 

立地適正化計画は、持続可能な都市経営の観点から、コンパクトなまちづくりを目指

すものであり、都市環境の向上や都市機能の増進を一層図るために、緑地の確保を目指

す緑の基本計画との連携が十分に図られる必要があります。 

このため、立地適正化計画について、緑の基本計画との調和が保たれたものとする 

必要があることとしました。 

 

以上 

 


